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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第６期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 (千円)  － － 654,116 － － 

経常利益 (千円)  － － 45,665 － － 

中間純利益 (千円)  － － 24,256 － － 

純資産額 (千円)  － － 1,080,073 － － 

総資産額 (千円)  － － 1,340,874 － － 

１株当たり純資産額 
(円)  

  
－ － 74,570.13 － － 

１株当たり中間純利益金額 (円)  － － 1,694.60 － － 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
(円)  － － 1,556.00 － － 

自己資本比率 (％)  － － 80.5 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  － － △169,531 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  － － △284,321 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  － － 2,835 － － 

現金及び現金同等物の中間

期末残高 
 (千円) － － 187,012 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

(人)  

 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

62 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 
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 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第５期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。また、第６期中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー計算書に係る経営

指標等については記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第４期中間期から第５期中間期までは、ス

トックオプションに係る新株予約権を発行しておりますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もして

いないため、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．１株当たり中間（当期）純利益金額については株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

５．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

６．当社は平成15年11月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。また、平成16年10月13日付

で株式１株につき４株の株式分割を行っております。 

      (2) 提出会社の経営指標等  

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） － 434,226 654,116 604,250 1,084,891 

経常利益 （千円） － 57,528 49,362 77,324 239,957 

中間（当期）純利益 （千円） － 35,611 28,014 39,117 144,093 

資本金 （千円） － 245,000 395,260 245,000 393,750 

発行済株式総数 （株） － 3,300 14,484 3,300 14,200 

純資産額 （千円） － 548,715 1,083,831 513,103 1,052,797 

総資産額 （千円） － 619,467 1,343,815 586,404 1,298,982 

１株当たり純資産額 （円） － 166,277.35 74,829.57 155,485.90 74,140.66 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） － 10,791.45 1,957.11 18,744.44 10,877.47 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － 1,797.04 － 10,824.36 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 88.6 80.7 87.5 81.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 17,342 － △59,781 92,259 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △74,775 － △89,019 △166,024 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － 388,104 392,973 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） － 261,387 － 318,820 638,029 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

47 

(－) 

62 

(－) 

40 

(－) 

53 

(－) 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社を新たに設立し、連結子会社としております。 

 （注）特定子会社に該当しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載しておらず、また、複数の事業部門等がありませんので

連結会社における従業員数の合計を全社として記載しております。 

 ２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しており

ます。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業内容 

議決権の 
所有割合(％) 

関係内容 

ネクステック 

システムズ株式会社 

東京都港区港南2-16-1 

品川イーストワンタワー12F 
50 

情報システムの企

画、設計開発等 
100 役員の兼任 ４名

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）  

全社(注.１) 62 

 合計 62 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 62 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における、当社グループの対象顧客である大手組立系製造業におきましては、原油・原材料

価格の高騰や環境物質規制への対応、ものづくりの国内回帰などグローバルな環境変化がおこっております。 

 そのため、特に昨今の大手製造業の課題である「コスト競争力強化」「収益性の向上」「製品市場投入の迅速

化」「企業統合に伴う部品表の統合」の解決手法であるプロダクト・ライフサイクル・マネジメント（以下、「Ｐ

ＬＭ」という。）のニーズが高まっており、引き続き当社グループが展開するＰＬＭソリューションに注目が集ま

りました。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、引き続きＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMware.

（スピードピーエルエムウェア）」の開発に力を入れました。また、今後の業容拡大に向けたPLM需要の取り込み

を積極的におこなった結果、当中間連結会計期間の当社グループの業績は、売上高654百万円、営業利益45百万

円、経常利益45百万円、中間純利益24百万円となりました。 

 なお、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、対前年同期比は記載しておりません。 

   (2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、業績の拡大に伴う売

掛金及びたな卸資産の増加、ＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMware.（スピードピーエルエムウェア）」

の積極的な開発をおこなった結果、当中間連結会計期間末は187,012千円となりました。 

 なお、当中間連結会計期間より中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、対前年同期比は記載し

ておりません。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果使用したキャッシュ・フローは169,531千円となりました。これは、主に業績の拡大により売上

債権が141,028千円、たな卸資産が72,418千円増加したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは284,321千円となりました。これは、主にＰＬＭパッケージソフ

トウェア「SpeedPLMware.（スピードピーエルエムウェア）」の開発に伴う支出によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果得られたキャッシュ・フローは2,835千円となりました。これは、新株予約権の行使に伴う株式

の発行によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

 当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

（※）当社の事業区分である「プロフェッショナルサービス」は、グランドデザイン・サービスからデータマネジメン

ト・サービス及び情報（ＩＴ）システム構築までのサービスを統合的に提供する場合があることから、それぞれの

サービスについて生産実績、受注実績及び販売実績を明確に区分することが困難となっております。 

３【対処すべき課題】 

 当連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業区分別 生産高（千円） 

プロフェッショナルサービス（※） 485,356 

事業区分別 受注高（千円） 受注残高（千円） 

プロフェッショナルサービス（※） 763,300 165,600 

事業区分別 販売高（千円） 

プロフェッショナルサービス（※） 654,116 

相手先 販売高（千円） 割合（％） 

矢崎総業㈱ 237,200 36.3 

東芝テック㈱ 104,000 15.9 

オムロン㈱ 84,500 12.9 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の拡充計画は次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の設備投資による生産能力の増加はありません。 

３．上記以外に重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

当社 

本社事務所 

 東京都港区港南2-16-1 

品川イーストワンタワー12F 
オフィス設備 100,000 15,000  自己資金 平成17年９月 平成17年11月
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 52,800 

計 52,800 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,484 14,852 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 14,484 14,852 － － 
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(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおり

であります。 

①平成14年７月15日臨時株主総会特別決議（平成14年８月26日取締役会決議） 

 （注）１．平成15年10月24日開催の取締役会決議に基づき、平成15年11月１日をもって１株を２株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

３．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

５．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 18（注４） 16（注４） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 144（注１．２．４） 128（注１．２．４） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,500（注１．２．３） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年９月１日から 

平成19年８月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     2,500 

資本組入額    1,250 

（注１．２） 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権行使時においても

当社の役員又は従業員であるこ

とを要する。ただし、正当な理

由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、

取締役会で承認を得た場合はこ

の限りでない。 

 権利行使は、行使時において

会社が株式を証券取引所又は店

頭市場に上場している場合のみ

に限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 原則として、新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は認めな

い。 

 ただし、取締役会の承認を受

けた場合はこの限りではない。 

同左 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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②平成14年７月15日臨時株主総会特別決議（平成15年１月26日取締役会決議） 

 （注）１．平成15年10月24日開催の取締役会決議に基づき、平成15年11月１日をもって１株を２株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

３．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

５．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2（注４） 1（注４） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16（注１．２．４） 8（注１．２．４） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,500（注１．２．３） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年２月１日から 

平成20年１月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     2,500 

資本組入額    1,250 

（注１．２） 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権行使時においても

当社の役員又は従業員であるこ

とを要する。ただし、正当な理

由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、

取締役会で承認を得た場合はこ

の限りでない。 

 権利行使は、行使時において

会社が株式を証券取引所又は店

頭市場に上場している場合のみ

に限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 原則として、新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は認めな

い。 

 ただし、取締役会の承認を受

けた場合はこの限りではない。 

同左 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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③平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 118（注３） 23（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 472（注１．３） 92（注１．３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注１．２） 同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年９月27日から平成21年

９月26日までの５年間。ただ

し、会社が株式を証券取引所又

は店頭市場に上場した日から６

ヶ月を経過した日までは行使で

きない。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     20,000 

資本組入額    10,000 

（注１） 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権行使時においても

当社の役員又は従業員であるこ

とを要する。ただし、正当な理

由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、

取締役会で承認を得た場合はこ

の限りでない。 

 権利行使は、行使時において

会社が株式を証券取引所又は店

頭市場に上場している場合のみ

に限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 原則として、新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は認めな

い。 

同左 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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④平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 123（注３） 110（注３） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 492（注１．３） 440（注１．３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注１．２） 同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年９月27日から平成21年

９月26日までの５年間。ただ

し、会社が株式を証券取引所又

は店頭市場に上場した日から１

年を経過した日までは行使でき

ない。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     20,000 

資本組入額    10,000 

（注１） 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権行使時においても

当社の役員又は従業員であるこ

とを要する。ただし、正当な理

由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、

取締役会で承認を得た場合はこ

の限りでない。 

 権利行使は、行使時において

会社が株式を証券取引所又は店

頭市場に上場している場合のみ

に限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 原則として、新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は認めな

い。 

同左 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

2005/12/19 16:37:48ネクステック株式会社/半期報告書/2005-09-30



⑤平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成17年６月29日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,020（注２） 1,020（注２） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,020（注２） 1,020（注２） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月１日から平成24年

６月30日までの５年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,244,250 

資本組入額   622,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は認

められない。 

 新株予約権行使時においても

当社又は当社子会社の役員又は

従業員であることを要する。た

だし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取

得した場合で、取締役会で承認

を得た場合はこの限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには当

社取締役会の承認を要する。 
同左 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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⑥平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成17年７月15日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 246（注２） 216（注２） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 246（注２） 216（注２） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月１日から平成24年

６月30日までの５年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,244,250 

資本組入額   622,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は認

められない。 

 新株予約権行使時においても

当社又は当社子会社の役員又は

従業員であることを要する。た

だし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取

得した場合で、取締役会で承認

を得た場合はこの限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには当

社取締役会の承認を要する。 
同左 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注）新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日  
284 14,484 1,510 395,260 1,510 443,360 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山田 太郎 東京都大田区久が原4-33-6 3,960 27.34 

 ㈱ＵＦＪキャピタル  東京都中央区京橋2-14-1 800 5.52 

ウェルインベストメント㈱ 東京都新宿区喜久井町65 糟屋ビル３階 600 4.14 

みずほキャピタル㈱ 東京都中央区日本橋兜町4-3 600 4.14 

りそなキャピタル㈱ 東京都中央区京橋1-3-1 600 4.14 

ＳＭＢＣキャピタル㈱ 東京都中央区日本橋2-7-9 454 3.13 

ＳＭＢＣキャピタル 

４号投資事業有限責任組合 
東京都中央区日本橋2-7-9 452 3.12 

投資事業有限責任組合 

エムエイチシーシーアイティー

弐千 

東京都中央区日本橋兜町4-3 400 2.76 

山口 博之 東京都日野市南平1-34-11 340 2.35 

第一生命保険相互会社 
東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーZ棟 
280 1.93 

計 － 8,486 58.59 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,484 14,484 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 14,484 － － 

総株主の議決権 － 14,484 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,650 1,690 1,300 1,240 1,020 1,070 

最低（円） 1,250 1,120 1,040 1,070 776 790 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づき手作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

（3）当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度であ

るため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、三優監査法人により中間監査を受けて

おります。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年２月９日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   187,012     

２．売掛金   503,597     

３．たな卸資産   92,000     

４．その他   44,639     

流動資産合計     827,249 61.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※1  56,436    

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   183,413     

(2）ソフトウェア仮勘定   155,792     

(3）その他   3,642     

無形固定資産合計   342,848     

３．投資その他の資産         

(1）敷金保証金   108,312     

(2）その他   6,027     

投資その他の資産合計   114,340     

固定資産合計     513,624 38.3 

資産合計     1,340,874 100.0 

         

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   158,647     

２．その他   102,153     

流動負債合計     260,800 19.5 

負債合計     260,800 19.5 

         

（少数株主持分）        

  少数株主持分     － － 

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金     395,260 29.5 

Ⅱ 資本剰余金     443,360 33.0 

Ⅲ 利益剰余金     241,453 18.0 

資本合計     1,080,073 80.5 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    1,340,874 100.0 

         

2005/12/19 16:37:48ネクステック株式会社/半期報告書/2005-09-30



②【中間連結損益計算書】 

③【中間連結剰余金計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     654,116 100.0 

Ⅱ 売上原価     335,944 51.4 

売上総利益     318,172 48.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※1   273,078 41.7 

営業利益     45,093 6.9 

Ⅳ 営業外収益         

 １．印税収入   728     

 ２．その他   51 779 0.1 

Ⅴ 営業外費用         

 １．新株発行費   184     

 ２．その他   23 208 0.0 

経常利益     45,665 7.0 

Ⅵ 特別利益     －   

Ⅶ 特別損失         

 １．移転関連費   2,578 2,578 0.4 

税金等調整前中間純利益     43,087 6.6 

法人税、住民税及び事業税   14,374     

法人税等調整額   4,455 18,830 2.9 

中間純利益     24,256 3.7 

         

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     441,850 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

増資による新株の発行   1,510 1,510 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高     443,360 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     217,197 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間純利益   24,256 24,256 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高     241,453 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間純利益   43,087 

 減価償却費   28,641 

 受取利息   △1 

 移転関連費   2,578 

 売上債権の増加額（△）   △141,028 

 未収入金の増加額（△）   △9,366 

 たな卸資産の増加額（△）   △72,418 

 仕入債務の増加額   59,785 

 預り金の増加額   43,515 

 未払消費税等の減少額（△）   △17,187 

 その他   △9,063 

小計   △71,458 

 利息及び配当金の受取額   1 

 法人税等の支払額   △98,075 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △169,531 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 有形固定資産の取得による支出   △29,785 

 無形固定資産の取得による支出   △176,768 

 敷金保証金の支出   △72,404 

 その他の投資による支出   △5,361 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △284,321 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 株式の発行による収入   2,835 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,835 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額（△）   △451,017 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   638,029 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高   187,012 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称 ネクステックシステムズ株式会社 

 ネクステックシステムズ株式会社については、当中間連結会計期間において新たに

設立したことにより連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産 

 仕掛品 

 個別法による原価法を採用しております。 

 商品 

 総平均法による原価法を採用しております。 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しております。 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

 ②無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（3年）における見

込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し

いずれか大きい金額を計上しております。自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

 ③長期前払費用 

 均等償却によっております。 

 なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

  (ハ）重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

  (ニ）収益及び費用の計上基準 

 収益及び費用の計上は、原則として検収基準によっております。ただし、作業期

間が６ヶ月超、かつ、受注金額が５千万円以上で、収益及び費用の見積りが可能な

プロジェクトについては、進行基準を採用しております。 

  (ホ）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

22,338千円 

 ２．当社及び連結子会社１社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。  

 当座貸越限度額の総額 1,200,000千円 

 借入実行残高 －  

差引額 1,200,000千円 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．販売費一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 販売促進費 28,930千円 

 役員報酬 31,627千円 

 給与手当 69,566千円  

 採用費 30,730千円  

 賃借料 27,522千円 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成17年９月30日現在）  

 現金及び預金勘定 187,012千円 

 現金及び預金同等物 187,012千円 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 当社グループは有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（セグメント情報） 

 【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社グループは製造業特化型ソリューションサービスベンダーとして、同一セグメントに属するグランドデザイン、デ

ータマネジメント、情報（IT）システム構築（開発・導入・運用）等のプロフェッショナルサービスを行っており、当該

事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

 【所在地別セグメント情報】 

 当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 【海外売上高】 

 当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額相当額 

(千円) 
減価償却累計額相当額 

(千円) 
中間期末残高相当額 

(千円) 

 器具及び備品 22,859 2,242 20,616 

 ソフトウェア 4,443 666 3,776 

合計 27,302 2,909 24,393 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

1年内 4,587千円 

1年超  20,350千円 

合計 24,938千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料金 1,162千円 

減価償却費相当額  1,262千円 

支払利息相当額  291千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 
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（１株当り情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １株当たり純資産額 74,570円  13銭

 １株当たり中間純利益金額 1,694円  60銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 1,556円  00銭

 
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 １株当たり中間純利益金額   

 中間純利益（千円） 24,256 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) 

 普通株式に係る中間純利益（千円） 24,256 

 期中平均株式数（株） 14,314 

   

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額   

 中間純利益調整額（千円） － 

 （うち支払利息(税額相当額控除後)） (－) 

 普通株式増加数（株） 1,275 

 （うち新株予約権） (1,275) 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成17年６月29日定時株主総会決議ストックオプション 

(新株予約権の数1,266個) 普通株式1,266株 

この詳細は「第４ 提出会社の状況 １.株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 
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（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 （株式会社フォー・リンク・システムズの株式の取得） 

当社は平成17年12月1日開催の取締役会決議に基づき、株式会社フォー・リンク・システムズを、株式取得及び第三者

割当増資の引受により子会社といたしました。これにより、同社は当社の特定子会社となりました。 

(1) 株式会社フォー・リンク・システムズの概要 

 ①代表者 代表取締役社長 松本富美子 

 ②本店所在地 福岡市中央区警固2-18-5 

 ③事業内容 3次元CADの教育コンサルティング、教育システム及びコンテンツの開発・販売、組込みソフトウェアの

受託開発、開発環境及びOSの販売 

 ④資本金(平成17年9月末現在) 93,820千円 

(2) 株式取得及び第三者割当増資引受の概要 

 ①株式取得 

  ア．株式取得日 平成17年12月16日 

  イ．取得する株式数、取得価額及び取得後の持株比率 

     株式の数 950株 

     取得価額 114,000千円 (1株につき120千円) 

 ②第三者割当増資引受 

  ア．株式取得日 平成17年12月16日 

  イ．取得する株式数、取得価額及び取得後の持株比率 

     株式の数 2,500株 

     取得価額 300,000千円 (1株につき120千円) 

 (※)当社による株式取得及び第三者割当増資の引受後の株式会社フォー・リンク・システムズの資本金は243,820千円

となり、当社の同社に対する所有割合は50.8%（議決権の数 3,450株）となります。 

 (3) 目的 

 国内大手自動車メーカー主要３社をエンドユーザーに持つ3D-CAD教育ツール及び組み込みソフト開発ツールベンダー

である株式会社フォー・リンク・システムズとの協業により、当社の主力製品「SpeedPLMWare」等に係る新たなサービ

ス開発・提供の推進を図ってまいります。また将来的には製造業周辺の人材派遣会社等への営業展開を図る方針であり

ます。  
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当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 （多額な資金の借入） 

１．平成17年9月15日の取締役会決議において、資金の長期借入れを決議しております。その概要は以下のとおりであ

ります。 

 ①借入先：株式会社三井住友銀行 

 ②借入金額：200,000千円 

 ③利率：年1.365％ 

 ④返済方法：平成18年1月４日を第1回目として3ヶ月毎に10,000千円返済 

 ⑤借入約定日：平成17年10月３日 

 ⑥返済期限：平成22年10月３日 

 ⑦資金使途：設備投資及び運転資金 

２．平成17年11月25日の取締役会決議において、資金の短期借入れを決議しております。その借入先及びそれぞれの概

要は以下のとおりであります。 

(1)株式会社りそな銀行 

 ①借入金額：200,000千円 

 ②利率：0.810％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

(2)株式会社みずほ銀行 

 ①借入金額：100,000千円 

 ②利率：TIBOR＋0.75％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

(3)株式会社UFJ銀行 

 ①借入金額：100,000千円 

 ②利率：0.810％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

(4)株式会社三井住友銀行 

 ①借入金額：100,000千円 

 ②利率：0.810％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金  
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（2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   261,387 139,819 638,029 

２．売掛金   171,775 503,597 239,548 

３．たな卸資産   7,817 92,000 19,581 

４．その他 ※1．3 11,468 44,773 156,424 

流動資産合計     452,449 73.0 780,190 58.1   1,053,584 81.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※2 33,873 56,436 32,683 

２．無形固定資産                     

(1）ソフトウェア   － 183,413 93,256 

(2）ソフトウェア
仮勘定 

  100,511 155,792 82,963 

(3）その他   1,030 3,642 179 

無形固定資産合
計 

  101,542 342,848 176,399 

３．投資その他の資
産 

      

(1）敷金保証金   －     108,312     35,908     

(2）その他   31,601 56,027 407 

投資その他の資産
合計 

  31,601     164,340     36,315     

固定資産合計     167,017 27.0 563,624 41.9   245,398 18.9

資産合計     619,467 100.0   1,343,815 100.0   1,298,982 100.0 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   5,355 158,647 86,572 

２．その他 ※3 65,397 101,336 159,612 

流動負債合計     70,752 11.4 259,983 19.3   246,185 19.0

負債合計     70,752 11.4 259,983 19.3   246,185 19.0

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     245,000 39.6 395,260 29.4   393,750 30.3

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   195,000 443,360 441,850 

資本剰余金合計     195,000 31.5 443,360 33.0   441,850 34.0

Ⅲ 利益剰余金                     

１．中間（当期）未
処分利益 

  108,715     245,211     217,197     

利益剰余金合計     108,715 17.5 245,211 18.3   217,197 16.7

資本合計     548,715 88.6 1,083,831 80.7   1,052,797 81.0

負債・資本合計     619,467 100.0 1,343,815 100.0   1,298,982 100.0 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     434,226 100.0   654,116 100.0   1,084,891 100.0 

Ⅱ 売上原価     201,434 46.4 335,944 51.4   466,291 43.0

売上総利益     232,791 53.6 318,172 48.6   618,600 57.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    172,064 39.6   269,380 41.1   351,245 32.4 

営業利益     60,727 14.0 48,791 7.5   267,355 24.6

Ⅳ 営業外収益 ※1   1 0.0   779 0.1   202 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※2   3,200 0.7 208 0.0   27,599 2.5

経常利益     57,528 13.3 49,362 7.6   239,957 22.1

Ⅵ 特別利益 ※3   3,630 0.8 － －   3,630 0.3

Ⅶ 特別損失 ※4   114 0.0 2,578 0.4   515 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    61,044 14.1 46,784 7.2   243,072 22.4

法人税、住民税及
び事業税 

  26,991     14,314     106,217     

法人税等調整額   △1,559 25,432 5.9 4,455 18,770 2.9 △7,239 98,978 9.1

中間（当期）純利
益 

    35,611 8.2   28,014 4.3   144,093 13.3

前期繰越利益     73,103     217,197     73,103   

中間（当期）未処
分利益 

    108,715 245,211   217,197
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  61,044 243,072

減価償却費   4,326 20,866

有形固定資産除却損   114 515

新株発行費   － 2,626

受取利息   △1 △2

売上債権の増加額   △56,170 △246,964

たな卸資産の減少額   35,438 23,674

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  △8,746 67,611

未払消費税等の増加
額（△減少額） 

  △8,788 137

その他資産・負債の
増減額 

  4,182 7,622

小計   31,398 119,160

利息及び配当金の受
取額 

  1 2

法人税等の支払額   △14,057 △26,903

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  17,342 92,259

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △3,655 △7,812

無形固定資産の取得
による支出 

  △71,119 △152,711

敷金保証金の支出   － △5,500

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △74,775 △166,024

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

株式の発行による収
入 

  － 392,973

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  － 392,973

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △57,432 319,208

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  318,820 318,820

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  261,387 638,029
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価
方法 

(1)    ──────  
  
  
  

(1)有価証券 
 子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用
しております。 

(1)    ──────  
  

  

  (2)たな卸資産 
仕掛品 

 個別法による原価法を採用し
ております。 

(2)たな卸資産
仕掛品 

同左 

(2)たな卸資産 
仕掛品 

同左 

  商品
 ────── 

商品
 総平均法による原価法を採用
しております。 

商品 
 ────── 

  貯蔵品 
 最終仕入原価法を採用してお
ります。 

貯蔵品
同左 

貯蔵品 
同左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

(1）有形固定資産 
 定率法によっております。 
 なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってお
ります。 

(1）有形固定資産
同左  

  
  
  
  

(1）有形固定資産 
同左 

  (2）無形固定資産 
 定額法によっております。 
 なお、ソフトウェア（自社利
用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。 

(2）無形固定資産
 定額法によっております。 
 なお、市場販売目的のソフト
ウェアについては、見込有効期
間(3年)における見込販売収益
に基づく償却額と販売可能な残
存有効期間に基づく均等配分額
を比較し、いずれか大きい金額
を計上しております。自社利用
分のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によってお
ります。 

(2）無形固定資産 
 市場販売目的のソフトウェア
については、見込有効期間(3年)
における見込販売収益に基づく
償却額と販売可能な残存有効期
間に基づく均等配分額を比較
し、いずれか大きい金額を計上
しております。自社利用分のソ
フトウェアについては、社内に
おける利用可能期間(５年)に基
づく定額法によっております。 

  (3）長期前払費用 
 均等償却によっております。 
 なお、償却期間については、
法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。 

(3）長期前払費用
同左 

(3）長期前払費用 
同左 

３．収益及び費用の計上基準  収益及び費用の計上は、原則と
して検収基準によっております。
ただし、作業期間が６ヶ月超、か
つ、受注金額が５千万円以上で、
収益及び費用の見積りが可能なプ
ロジェクトについては、進行基準
を採用しております。 

同左 同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー
計算書（キャッシュ・フ
ロー計算書）における資
金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到来
する流動性の高い、容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない短
期的な投資 

 ───── 手許現金、要求払預金及び取得日
から３ヶ月以内に満期日の到来す
る流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない短期
的な投資 

６．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

同左
  

同左 
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追加情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ─────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。これによる損益に与

える影響はありません。 

───── 

 表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

─────  (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで、無形固定資産の「その他」に含め

て表示しておりました「ソフトウェア」及び、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「敷

金保証金」は、資産の総額の100分の５を超えることとな

ったため、当中間会計期間より区分掲記しております。

なお、前中間会計期間末における「ソフトウェア」及び

「敷金保証金」の金額はそれぞれ851千円及び30,958千円

であります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 ────────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割4,703千円については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１． 

───── 

※１． 

───── 

※１．ファクタリング方式により譲渡した売

上債権の未収額123,564千円が含まれており

ます。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

13,601千円  

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

22,338千円   

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

16,305千円    

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３． 

───── 

 ４. 

───── 

 ４. 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 当座貸越限度額の総額 1,200,000千円 

 借入実行残高 －  

 差引額 1,200,000千円 

 ４. 

─────  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１． ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１． 

  ─────── 印税収入 728千円   ─────── 

 ※２．営業外費用のうち主要なもの  ※２．営業外費用のうち主要なもの  ※２．営業外費用のうち主要なもの 

上場準備費用 3,200千円 新株発行費 184千円 上場準備費用 24,972千円

新株発行費 2,626千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３． ※３．特別利益のうち主要なもの 

損失補償金収入 3,630千円  ─────── 損失補償金収入 3,630千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

器具及び備品除却損 114千円 移転関連費 2,578千円 器具及び備品除却損 515千円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 4,195千円

無形固定資産 130千円

有形固定資産 6,033千円

無形固定資産 22,608千円

有形固定資産 9,141千円

無形固定資産 11,725千円

 ※当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、「中間キャッシュ・フロー計算書」を作成しており

ません。なお、当中間連結会計期間における「中間連結キャッシュ・フロー計算書」につきましては、中間連結財務諸

表に記載しております。 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成16年９月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 261,387千円

現金及び現金同等物 261,387千円

現金及び預金勘定 638,029千円

現金及び現金同等物 638,029千円
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 なお、当中間会計期間末に係る「有価証券関係」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く。）

については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間については中間連結財務諸表に記

載しております。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 

（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 7,980 854 7,125 

合計 7,980 854 7,125 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 22,859 2,242 20,616

ソフトウェア 4,443 666 3,776

合計 27,302 2,909 24,393

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備品 7,980 1,424 6,555

ソフトウェア 4,443 222 4,220

合計 12,423 1,646 10,776

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,019千円

１年超 6,227千円

合計 7,247千円

１年内 4,587千円

１年超 20,350千円

合計 24,938千円

１年内 1,872千円

１年超 9,112千円

合計 10,984千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 672千円

減価償却費相当額 569千円

支払利息相当額 180千円

支払リース料 1,162千円

減価償却費相当額 1,262千円

支払利息相当額 291千円

支払リース料 1,589千円

減価償却費相当額 1,361千円

支払利息相当額 392千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左  

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社は関連会社がありませんので、記載事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間については記載しておりません。

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は関連会社がありませんので、記載事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権を発行してお

りますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。 

１株当たり純資産額 166,277円35銭

１株当たり中間純利益

金額 
10,791円45銭

１株当たり純資産額 74,829円57銭

１株当たり中間純利益

金額 
1,957円11銭

潜在株式調整後1株当た

り中間純利益 
1,797円04銭 

１株当たり純資産額 74,140円66銭

１株当たり当期純利益

金額 
10,877円47銭

潜在株式調整後1株当た

り当期純利益 
10,824円36銭 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 35,611 28,014 144,093 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
35,611 28,014 144,093 

期中平均株式数（株） 3,300 14,314 13,247 

       

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
      

中間(当期)純利益調整額（千円） － － － 

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (－) (－) (－) 

 普通株式増加数（株） － 1,275 65 

 (うち新株予約権) (－) (1,275) (65) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類 

（新株予約権の数339個） 

平成17年６月29日定時株主総

会決議ストックオプション 

(新株予約権の数1,266個) 

普通株式1,266株 

この詳細は「第４ 提出会社

の状況 １.株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

 ────── 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(株式分割) 

平成16年９月27日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

（株式会社フォー・リンク・システ

ムズの株式の取得） 

当社は平成17年12月1日開催の取締役

会決議に基づき、株式会社フォー・ 

(子会社の設立) 

当社は、平成17年４月22日開催の取締

役会において、当社全額出資による子

会社を設立することを決議しました。 

１．平成16年10月13日をもって普通

株式１株につき４株に分割しま

す。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式      9,900株 

(2）分割方法 

 平成16年10月13日最終の株主名簿

に記載された株主の所有株式数を１

株につき４株の割合をもって分割し

ます。 

 ２．配当起算日 

  当該株式分割が前事業年度期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報及び当事業年度

期首に行われたと仮定した場合の当中

間会計期間における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 
41,569円34銭 

１株当たり純資産額 
38,871円48銭 

１株当たり当期純
利益金額 

2,697円86銭 

１株当たり中間純
利益金額 

4,686円41銭 

 潜在株式調整後１
株当たり当期純利益
金額については、新
株予約権を発行して
おりますが、当社株
式は非上場であり、
かつ店頭登録もして
いないため、期中平
均株価が把握できま
せんので記載してお
りません。 

 潜在株式調整後１
株当たり中間純利益
金額については、新
株予約権を発行して
おりますが、当社株
式は非上場であり、
かつ店頭登録もして
いないため、期中平
均株価が把握できま
せんので記載してお
りません。 

リンク・システムズを、株式取得及

び第三者割当増資の引受により子会

社といたしました。これにより、同

社は当社の特定子会社となりまし

た。 

(1) 株式会社フォー・リンク・シス

テムズの概要 

①代表者 

 代表取締役社長 松本富美子 

②本店所在地 

 福岡市中央区警固2-18-5 

③事業内容 

 3次元CADの教育コンサルティン

グ、教育システム及びコンテンツの

開発・販売、組込みソフトウェアの

受託開発、開発環境及びOSの販売 

④資本金(平成17年9月末現在) 

 93,820千円 

(2) 株式取得及び第三者割当増資引

受の概要 

①株式取得 

ア．株式取得日 平成17年12月16日 

イ．取得する株式数、取得価額及び

取得後の持株比率 

 株式の数 950株 

 取得価額 114,000千円 

 (1株につき120千円) 

②第三者割当増資引受 

ア．株式取得日 平成17年12月16日 

イ．取得する株式数、取得価額及び

取得後の持株比率 

 株式の数 2,500株 

 取得価額 300,000千円 

 (1株につき120千円) 

(※)当社による株式取得及び第三者

割当増資の引受後の株式会社フォ

ー・リンク・システムズの資本金は

243,820千円となり、当社の同社に対

する所有割合は50.8%（議決権の

数 3,450株）となります。 

(1) 設立の理由 

 当社は、東証一部上場を中心とする

大手製造業の顧客を中心としてＰＬＭ

に重点をおいたプロフェッショナルサ

ービス事業を展開しております。昨

今、「ものづくり」は多様化かつ複雑

化する傾向にありますが、同時にそれ

を支えるＰＬＭシステム及びＩＴ技術

の高度化も求められております。その

ため、より付加価値の高いサービスの

提供を目指し、ＰＬＭシステムのＲ＆

Ｄを重点的におこなう子会社を設立す

ることといたしました。 

 (2) 子会社の概要 

① 商号 

ネクステックシステムズ株式会社(英

文表:Nextech Systems corporation.) 

② 設立年月 平成17年５月10日 

③ 本店所在地 東京都港区港南二丁目

16番1号 

④ 代表者名 山田 太郎(ネクステック

株式会社 代表取締役社長) 

⑤ 資本金 50,000千円 

⑥ 大株主 ネクステック株式会社

100％ 

⑦ 主な事業内容 情報処理システムの

企画、設計開発及びPLMパッケージソ

フトウェア製品の研究開発(Ｒ＆Ｄ) 

⑧ 決算期 3 月 

⑨ 当社との人的関係 取締役３名及び

監査役１名は全てネクステック株式会

社役員が兼務いたします。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3) 目的 

国内大手自動車メーカー主要３社をエ

ンドユーザーに持つ3D-CAD教育ツール

及び組み込みソフト開発ツールベンダ

ーである株式会社フォー・リンク・シ

ステムズとの協業により、当社の主力

製品「SpeedPLMWare」等に係る新たな

サービス開発・提供の推進を図ってま

いります。また将来的には製造業周辺

の人材派遣会社等への営業展開を図る

方針であります。 

  

（多額な資金の借入） 

１．平成17年9月15日の取締役会決議

において、資金の長期借入れを決議し

ております。その概要は以下のとおり

であります。 

 ①借入先：株式会社三井住友銀行 

 ②借入金額：200,000千円 

 ③利率：年1.365％ 

 ④返済方法：平成18年1月４日を第1

回目として3ヶ月毎に10,000千円返済 

 ⑤借入約定日：平成17年10月３日 

 ⑥返済期限：平成22年10月３日 

 ⑦資金使途：設備投資及び運転資金  

２．平成17年11月25日の取締役会決議

において、資金の短期借入れを決議し

ております。その借入先及びそれぞれ

の概要は以下のとおりであります。 

(1)株式会社りそな銀行 

 ①借入金額：200,000千円 

 ②利率：0.810％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

(2)株式会社みずほ銀行 

 ①借入金額：100,000千円 

 ②利率：TIBOR＋0.75％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

(ストックオプションの付与) 

 当社は、平成17年６月29日開催の第

５回定時株主総会において、商法第

280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定

に基づき、ストックオプションとし

て、株主以外の者に対し特に有利な条

件をもって新株予約権を発行すること

を決議いたしました。 

(1) 特に有利な条件をもって新株予約

権を発行することを必要とする理由 

当社及び当社子会社の取締役、監査

役、執行役員及び従業員に対し、当社

に対する経営参画意識を喚起し、業績

向上に対する貢献意識や士気を一層高

めることを目的として、以下の要領に

よりストックオプションとして新株予

約権を無償で発行するものでありま

す。 

(2) 新株予約権発行の要領 

 ① 新株予約権の割当を受ける者 

当社及び当社子会社の取締役、監査

役、執行役員及び従業員 

 ② 新株予約権の目的となる株式の種

類及び数 

当社普通株式2,000株を上限とする。

なお、株主総会決議後において当社が

株式分割又は株式併合を行う場合、次

の算式により目的となる株式の数を調

整するものとする。ただし、かかる調

整は、新株予約権のうち、当該時点で

行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が他社と吸収合併もしく

は新設合併を行い本件新株予約権が承

継される場合、又は当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社の取

締役会決議により必要と認める株式数

の調整を行う。 

 ③ 新株予約権の総数 

2,000個を上限とする。(新株予約権１

個に対して普通株式１株。ただし、②

に定める株式の数の調整を行った場合

は、同様の比率で調整を行う。) 

 ④ 各新株予約権の発行価額無償とす

る。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3)株式会社UFJ銀行 

 ①借入金額：100,000千円 

 ②利率：0.810％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

(4)株式会社三井住友銀行 

 ①借入金額：100,000千円 

 ②利率：0.810％ 

 ③返済方法：一括返済 

 ④借入約定日：平成17年12月12日 

 ⑤返済期限：平成18年6月11日 

 ⑥資金使途：運転資金 

 ⑤ 各新株予約権の行使に際して払込

みをすべき金額 

新株予約権１個当たりの払込金額は、

次により決定される１株当たりの払込

金額に③に定める新株予約権１個の株

式数を乗じた金額とする。 

１株当たりの払込金額は、新株予約権

を発行する日の属する月の前月の各日

(取引が成立していない日を除く。)に

おける東京証券取引所における当社株

式の普通取引の終値の平均値に1.05を

乗じた金額(１円未満の端数は切り上

げ)とする。ただし、当該金額が新株予

約権発行日の前日の終値(取引が成立し

ない場合はそれに先立つ直近日の終値)

を下回る場合は、当該終値とする。な

お、株主総会決議後、当社が株式分割

又は株式併合を行う場合は、次の算式

により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げる。  

 また、時価を下回る価額で新株式の発

行又は自己株式の処分を行う場合(新株

予約権の行使による場合を除く。)は、

次の算式により１株当たりの払込金額

を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

上記算式において、「既発行株式数」

とは、当社の発行済株式総数から当社

の保有する自己株式の総数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合に

は「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に「１株当たりの払込金

額」は「１株当たり処分価額」のそれ

ぞれ読み替えるものとする。さらに、

当社が他社と吸収合併もしくは新設合

併を行い本件新株予約権が承継される

場合、又は当社が新設分割もしくは吸

収分割を行う場合、当社は必要と認め

られる払込金額の調整を行う。 

調整後払込金額 ＝ 
調整前払込金

額  
× 

1  

分割・合併の比

率  

        既発行 
株式数 

＋

新規発行
株式数 

×
１株当たり
払込金額 

調整後 
払込金額

＝
調整前 

払込金額 
×

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     ⑥ 新株予約権の権利行使期間平成19

年7月1日から平成24年6月30日までと

する。ただし、権利行使期間の最終日

が当社の休業日にあたる場合には、そ

の前営業日を最終日とする。 

 ⑦ 新株予約権の行使の条件 

(Ａ)各新株予約権の一部行使は認めら

れない。 

(Ｂ)新株予約権の割当を受けた者(以

下新株予約権者という)は、権利行使

時においても、当社又は当社子会社の

取締役、監査役、執行役員及び従業員

の地位にあることを要す。ただし、正

当な理由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、取締役

会で承認を得た場合はこの限りでな

い。 

(Ｃ)その他の行使の条件については、

新株予約権発行の取締役会決議におい

て定める。 

 ⑧ 新株予約権の消却事由及びその条

件 

(Ａ)新株予約権者が、行使条件に該当

しなくなったために新株予約権を行使

できないこととなった場合又は新株予

約権の全部もしくは一部を放棄した場

合は、当社は当該新株予約権を無償で

消却することができる。 

(Ｂ)当社が消滅会社となる合併契約書

が承認されたとき、当社が完全子会社

となる株式交換契約書承認並びに株式

移転承認議案が、株主総会で承認され

たときは、新株予約権は無償で消却す

ることができる。 

 ⑨ 新株予約権の譲渡制限新株予約権

を譲渡するには当社取締役会の承認を

要する。 
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(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第５期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。

(2）臨時報告書 

 平成17年５月10日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

(3）臨時報告書 

 平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権の発行）

に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

 平成17年７月15日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権の発行）

に基づく臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書 

 平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月21日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  業務執行社員   公認会計士 小林 昌敏  印 

  業務執行社員   公認会計士 内野 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクス

テック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ネクステック株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社フォー・リンク・システムズを株式取得及び第三者割当増

資の引受により、会社の子会社としている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年２月１日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  業務執行社員   公認会計士 小林 昌敏  印 

  業務執行社員   公認会計士 内野 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクス

テック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ネクステック株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月21日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  業務執行社員   公認会計士 小林 昌敏  印 

  業務執行社員   公認会計士 内野 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクス

テック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第6期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ネクステック株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は,当中間会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社フォー・リンク・システムズを株式取得及び第三者割当

増資の引受により、会社の子会社としている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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